平成　25　年　6　月　12　日

新潟市議会議長　様

議　員　　風間　ルミ子
質問通告書
　次のことについて質問したいので，会議規則第61条第２項の規定により通告します。


	質問方式
	一　括　　・　　一問一答　　・　　分　割


	発言の要旨

	１　農政について
（１）　TPP交渉参加について

ア　TPP参加でコメの関税が撤廃された場合、県産米の生産額は520億円減少する見通しとの試算がされたが、新潟市の影響額はどれくらいと試算されるか。

イ　日米共同声明でも関税撤廃は「すべての物品が交渉の対象とされる」ことが確認され、その中にコメ、小麦、砂糖、乳製品、牛肉・豚肉なども含まれる。重要農産物の「聖域」確保の保障はなにもないと思うがどうか。
ウ　「交渉でルール作りに参加し、守るべきものは守る」というが、TPP交渉の新規参入国には対等な交渉権は確保されないと思うがどうか。
エ　日米2国間協議では日本社会全体に弱肉強食の「アメリカ型ルール」が押し付けられると思うがどうか。

オ　日本の国益を守るためには参加撤回しかないと思うがどうか。
（２）　攻めの農業について

　　ア　国内外に日本の強みを生かせる市場を開拓し、国産品の需要を拡大するとしているが、日本型の食文化を広げたとしても原材料はどこでもよく、日本の農産物の輸出が増えるという保証はない。日本の食文化を支える農水産物の生産・供給を海外にまかせるのではなく、国産で安定的に供給することこそ食料自給率の向上につながると思うがどうか。
イ　6次産業化で農業所得は増えると言っているが、実態は営利企業の事業拡大に利用されている面が強く、農家の所得増に直結するわけではないと思うがどうか。
ウ　農業構造改革の加速化として法人経営の育成を挙げているが、強調されているのは営利企業の農業参入条件の緩和や一部の大規模経営だけを育成する政策の推進である。中山間地が多いなどの地理的条件のある日本では極めて限定的であり、営利企業の参入は条件の良いところが中心で、もうからなければ撤退することになり、多様な形態で成り立っている地域農業が破壊されてしまうと思うがどうか。
エ　安倍政権が打ち出した「攻めの農業」の柱は、1960年代以来の古びた「農地集約化による大規模化」政策の焼き直しにすぎない。TPP参加で農業生産を減少させながら、所得を倍増させるなど絵空事であると思うがどうか。
（３）
農業用廃プラスチックリサイクル処理推進事業補助金について

ア　交付要綱には農業協同組合等とあるが、この間の実績では農協以外からの申請はないがその理由はなにか。
イ　農協以外の農業資材取扱店にも事業の周知を行い、農業者への支援を図るべきではないか。
２　指定管理者制度について
（1） 2012年「公の施設の指定管理者制度の導入状況結果調査」（総務省発表）によれば全国的に、指定取り消し・業務停止・期間満了取りやめが激増し、多くの施設が休止・廃止・民間譲渡などに追い込まれているが、この結果についてどのように受け止めているか。又新潟市には同様の例はあるのか。
（２）コミュニティセンター・コミュニティハウスへの指定管理者制度導入に関連して
　　ア　コミュニティセンター・コミュニティハウスの管理運営が直営だとどこに問題があるのか。指定管理者が行うとどうして市民サービスが向上することになるのか。

イ　地域のコミュニティ協議会をコミュニティセンターの指定管理者にする意義はなにか。
　　ウ　豊栄地区各コミュニティセンターの指定管理者制度移行方針についてコミュニティ活動の後退が懸念されているが、豊栄地区の各コミュニティ協議会が取り組んできた活動についてどのように認識、評価しているのか。
エ　コミュニティセンターは地域の館であることから、コミュニティセンター条例を、開館日や開館時間など地域の皆さんの使い勝手が良くなるよう、地域特性を考慮した弾力的運用が可能となるよう改正すべきではないか。
エ　少子高齢化が進展する中、コミュニティ活動の重要性は高まっている。コミュニティセンターが地域活動の拠点としての機能をさらに発揮するためにも、コミュニティ協議会への支援をさらに拡充、強化すべきではないか。
３　防災対策について
（1） 新潟県が作成する「津波浸水想定図」について
ア　県の「津波浸水想定図」を踏まえ、新潟市地域防災計画を見直すと思われるが、策定のスケジュールや盛り込む内容等について伺う。
イ　市民の不安に対する対応は非常に重要であるが、市民への周知はどのように行うのか。
（２）「改正耐震改修促進法」について

ア　大規模建物の耐震診断を義務付ける「改正耐震改修促進法」が成立したが、市内で対象となる建物数はどれくらいになる見通しか。そのうち公共施設数はどれくらいか。
イ　法律成立を受けて市はどのように対応するのか。耐震化に向けての市独自の支援策などの検討も必要ではないか



